
評価
　

よ

割合 現状値 24.7

年

る

度 R 2 R 3 R 4

地

R 5 R 6 R 7 R

域

 8 R 9 R10 R1

力

1 R12

計画値 25.

が

0 25.0 26.0 2

備

6.0 27.0 27.

わ

0 28.0 28.0 2

る

9.0 29.0 30.

ま

0

実績値 19.7 19

協

ち

.7 0.0 0.0 0.

づ

0 0.0 0.0 0.0

く

0.0 0.0 0.0

市

り

民意識調査の「自治会

主

、自治区、コミュニテ

管

ィ、ＮＰＯ、ボランテ

部

ィアなどの地域活動」

局

に「活動して
算定式、

市

いる」と答えた市民の

民

割合
データの
出所等

数

働

協

値的な分析については

働

、次回の市民意識調査

部

の結果を待つ必要があ

主

りますが、引き続き、

管

地域拠点施設
計画値、

課

である公民館や、市民

協

活動の拠点である市民

働

活動センターにおいて

推

、人と人とのつながり

進

を維持・強化す
実績値

に

課

の るために、様々な人

関

の話を聞き、地域活動

係

につなげていく必要が

課

あります。
推移に関す

協

る
分析と評価

働推進課

２

よ

　施策が目指す大府市

る

の姿
市民一人ひとりが

地

地域のために活動して

域

おり、市民、自治会、

力

自治区、コミュニティ

が

、ＮＰＯ、ボランテ

内

結
備

容 ィア、事業者及び行

わ

政のそれぞれが協働し

る

、地域の課題を解決す

ま

る「地域力」が備わっ

ち

たまちになってい
ます

づ

。

くり

３　令和 3年度　施策フルコスト（単位：千円）
 歳出（使

果

ったお金） R 3決算 R 4予算
 (1)人件費 17,172 0
 (2)事業費 81,525 886
 フルコスト（歳出合計） 98,697 886
 歳入（お金の出所） R 3決算 R 4予算
 (1)国庫支出金（国から出

の

たお金） 0 0
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 0 0
 (3)市債（市の借金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 7,158 0
 (5)一般財源（市税収入など） 74

１

,367 886
 歳入

公

　

合計 81,525 88

第

6

６次大府市

４　「くらし

総

の健康」指標（施策評

合

価指標）
有効性指標１

計

指標名 自治会加入世帯

表

画

率 単位 ％

現状値 57.

に

8

年度 R 2 R 3 R

お

 4 R 5 R 6 R 

け

7 R 8 R 9 R10

る

R11 R12

計画値 5

位

8.0 59.0 60.

置

0 61.0 62.0 6

づ

3.0 64.0 65.

け

5 67.0 68.5 7

、

0.0

実績値 56.2

施

担

55.6 0.0 0.0

当

0.0 0.0 0.0 0

課

.0 0.0 0.0 0.

健

0

（自治会加入世帯数

康

/住民基本台帳の世帯

領

数）×100
算定式、

域

データの
出所等

高齢化

く

の進行や単身世帯の増

ら

加、新型コロナウイル

し

ス感染症の影響による

策

の

行事の中止などにより

健

、自治会
計画値、 加入

康

世帯率が減少していま

政

す。一部では加入世帯

策

率が増加している地区

支

もありますので、好事

え

例となる取
実績値の 組

合

を共有する必要があり

い

ます。また、アフター

学

コロナを見据えて、各

名

び

地区の行事は実施方法

合

を工夫して、
推移に関

う

する できる限り行って

ま

いく必要があります。

ち

分析と評価

有効性指標

施

２

指標名 「自治会、自

策

治区、コミュニティ、

協

ＮＰＯ、ボランティア

働

などの地域活動を行っ

に

てい 単位 ％

る」市民の



評価
　

 5 R

事務

 

事業名 課名 フルコスト

6

最重要指標 評価点
（前

R

年度比）
市民活動セン

 

協働推進課 40,89

7

0 市民活動相談件数
妥

R

当性 Ａター事業 (40

 

,890) 指標名

有効

協

8

性 Ａ単年度計画値 56

R

0.0
単年度実績値 4

 

16.0
単年度達成率

9

74.3%
効率性 Ａ最

R

終目標に 70.5%
対

1

する達成率
　事務事業

0

の方向性
Ｂ：現状のま

R

ま継続
地域課題の解決

1

や地域リーダーの協働

1

意識の向上のための講

働

R

座等を実施しており、

1

協働の担い手育成に貢

2

献しています。また、

計

各種イベントに参画す

画

る新たな市民活動団体

値

が増加しており、講座

4

、イベントや相
談等を

0

市民活動センターで総

.

合的に実施することで

0

、市民活動団体の育成

に

4

や発掘が進んでいます

0

。 なお
、指定管理期

.

間が令和４年度末まで

0

のため、指定管理者の

4

選定準備が必要となり

0

ます。 

.0 40

よ

.0 40.0 40.0

る

40.0 40.0 40

地

.0 40.0 40.0

域

実績値 10.0 38.

力

0 0.0 0.0 0.0

が

0.0 0.0 0.0 0

結
備

.0 0.0 0.0

大府

わ

市民活動センターにお

る

ける人材、資材などの

ま

年間マッチング件数
算

ち

定式、
データの
出所等

づ

単年度目標としては計

く

画値を下回っています

り

が、前年度と比較した場合は大きく増加しています。コロナ
計画値

果

、 禍においての市民活動が実施方法の工夫により、徐々に再開できるようになってきています。
実績値の

推移に関する
分析と評価

事務事業名 課名 フルコスト

の

最重要指標 評価点
（前年度比）

地域振興事業 協働推進課 51,754 自治区加入世帯率
妥当性 Ａ(51,754) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 59.0
単年度実績値 55.6
単年度達成率 94.2%

効率性 Ｂ最終目標に 79

公

.4%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
自治区加入世帯率の減少傾向

有

が続いており、活動の

効

縮小化や地域活動の担

性

い手の負担増が課題と

指

なってい
ます。地域社

標

会及び地域活動を活性

３

化させるため、自治区

表

指

及びコミュニティ推進

標

協議会への支援を継続

名

す
る必要があります。

市

また、新型コロナウイ

民

ルス感染症の影響で中

活

止となっていた地域活

動

動のノウハウが途
切れ

マ

ないよう取り組む必要

ッ

があります。

チ

施

ング

事務事業

件

名 課名 フルコスト 最重

数

要指標 評価点
（前年度

（

比）
市民との協働 協働

年

推進課 9,875 協働

間

推進のための会議等開

）

催回数
妥当性 Ａ推進事

単

業 (9,875) 指標

位

名

有効性 Ａ単年度計画

策

件

値 6.0
単年度実績値

現

6.0
単年度達成率 1

状

00.0%
効率性 Ａ最

値

終目標に 100.0%

3

対する達成率
　事務事

8

業の方向性
Ｂ：現状の

.

まま継続
市民等による

0

協働のまちづくりを推

年

進するために、公開審

度

査会方式による事業の

名

R

継続が望まれます。協

 

働
企画提案事業に対し

2

て、今後の活動の継続

R

性を見据えた事業計画

 

を企画する団体が増加

3

しています。今後
も公

R

益性が高く、協働の成

 

果の高い市民ならでは

4

の事業を支援していく

R

必要があります。



評価
　

く機会が減少していま

協

す。同時に、ウィズコ

働

ロナとして様々な工夫

に

により実施することが

よ

できた事業が増
（施策

る

を 加しています。
とり

地

まく状況
の変化や課題

域

等）

市民、自治会、自

力

治区、コミュニティ、

が

ＮＰＯ、ボランティア

結
備

、事業者及び行政が協

わ

働し、地域の課題を
解

る

決する「地域力」が備

ま

わったまちを目指すた

ち

め、アフターコロナを

づ

見据えた地域活動の実

く

施により、人
施策の推

り

進 と人とのつながりの再構築を図ります。
に向けた
今後の方針

果の

６　施策の事後評価
高

公

齢化や単身世帯の増加

表

、新型コロナウイルス

施

感染症の影響などによ

策

り、人と人とが繋がり

名

、関わってい
現状認識



評価
　

合

00.0

年度 R 2 R

う

 3 R 4 R 5 R 

ま

6 R 7 R 8 R 9

ち

R10 R11 R12

計

施

画値 900.0 850

策

.0 850.0 900

地

.0 900.0 1,0

域

00.0 1,100.

に

0 1,200.0 1,

お

300.0 1,400

地

け

.0 1,500.0

実

る

績値 338.0 752

学

.0 0.0 0.0 0.

習

0 0.0 0.0 0.0

・

0.0 0.0 0.0

「

育

青少年健全育成推進事

成

業」のうち、高校生・

環

大学生が関わった人数

境

算定式、
データの
出所

が

等

新型コロナウイルス

域

整

感染症の影響によりイ

い

ベントの縮小や中止が

、

あり、実績値が計画値

学

に達しませんでし
計画

び

値、 た。
実績値の

推移

合

に関する
分析と評価

うまちづ

に

くり
主管部局 市民協働

お

部
主管課 協働推進課
関

け

係課 協働推進課、子ど

る

も未来課

２　施策が目

学

指す大府市の姿
生涯学

習

習を通じた学びの循環

・

により地域の絆を構築

結
育

し、自ら学びを実践す

成

ることで課題を解決す

環

る学習風

内容 土が醸成

境

されています。

が整

３　

い

令和 3年度　施策フ

、

ルコスト（単位：千円

学

）
 歳出（使ったお金

び

） R 3決算 R 4予

果
合

算
 (1)人件費 18

う

4,874 0
 (2)

ま

事業費 72,492 9

ち

0,719
 フルコス

づ

ト（歳出合計） 257

く

,366 90,719

り

 歳入（お金の出所） R 3決算 R 4予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 0 0

の

 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 5,859 0
 (3)市債（市の借金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 3,543 0
 (5)一般財源（市税収入など） 63,090 92,177
 歳

公

入合計 72,492 92,177

４　「くらしの健康」指標

１

（施策評価指標）
有効

　

性指標１

指標名 「サー

表

第

クル活動や習い事など

６

、文化活動・生涯学習

次

に取り組んでいる」市

大

民の割合 単位 ％

現状値

府

26.3

年度 R 2 R

市

 3 R 4 R 5 R 

総

6 R 7 R 8 R 9

合

R10 R11 R12

計

計

画値 27.5 27.5

画

29.0 29.0 31

施

に

.5 31.5 33.0

お

33.0 34.0 34

け

.0 35.0

実績値 2

る

1.6 21.6 0.0

位

0.0 0.0 0.0 0

置

.0 0.0 0.0 0.

づ

0 0.0

市民意識調査

け

で「サークル活動や習

、

い事など、文化活動・

担

生涯学習に取り組むこ

策

当

と」に「積極的に」又

課

は
算定式、

「ある程度

健

」取り組んでいると答

康

えた市民の割合
データ

領

の
出所等

数値的な分析

域

については、次回の市

く

民意識調査の結果を待

ら

つ必要がありますが、

し

アフターコロナを見据

の

え
計画値、 て新たな目

名

健

線を加えた講座等の実

康

施により、数値の上昇

政

を目指す必要がありま

策

す。
実績値の

推移に関

支

する
分析と評価

有効性

え

指標２

指標名 地域・社

合

会活動に参画した高校

い

生・大学生の延べ人数

学

（市及びコミュニティ

び

事業） 単位 人

現状値 8



評価
　

R

、地域の見守り活動
、

 

ボランティア等事業を

8

継続して実施します。

R 9 R10 R

地

11 R12

計画値 0.

域

0 0.0 0.0 0.0

に

0.0 0.0 0.0 0

お

.0 0.0 0.0 0.

け

0

実績値 0.0 0.0

る

0.0 0.0 0.0 0

学

.0 0.0 0.0 0.

習

0 0.0 0.0

算定式

・

、
データの
出所等

計画

結
育

値、
実績値の

推移に関

成

する
分析と評価

環境が

事務事

整

業名 課名 フルコスト 最

い

重要指標 評価点
（前年

、

度比）
生涯学習機会 協

学

働推進課 19,196

び

生涯学習プラン重点講

果
合

座実施回数
妥当性 Ａ拡

う

充事業 (19,196

ま

) 指標名

有効性 Ａ単年

ち

度計画値 35.0
単年

づ

度実績値 28.0
単年

く

度達成率 80.0%
効

り

率性 Ａ最終目標に 56.0%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
市民の

の

意識向上や地域課題の解決を目的とする、民間等が取り扱わない事業のため、市が実施する必要が
あります。生涯学習活動や地域活動拠点としての公民館を中心とした地域活動の推進が望まれており、国
や県の動向を注視し

公

ながら、地域力の向上に資する事業を展開する必要があります。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

青少年支援事 子ども未来課 7,4

表

30 若者を主体とした会議への参加者数
妥当性 Ａ業 (7,430)

有

指標名

有効性 Ａ単年度

効

計画値 410.0
単年

性

度実績値 322.0
単

指

年度達成率 78.5%

標

効率性 Ａ最終目標に 2

３

38.5%
対する達成

指

率
　事務事業の方向性

施

標

Ａ：拡大
事業を拡大し

名

、高校・大学生等によ

単

る市への政策提言「若

位

者会議」を実施します

現

。政策立案を通して若

状

者
の自己肯定感を育む

値

とともに、将来のまち

0

づくりを担う人材を育

.

成します。

0

策

年度

事務事業名

R

課名 フルコスト 最重要

 

指標 評価点
（前年度比

2

）
地域の教育力 子ども

R

未来課 5,536 ひま

 

わり委員の人数
妥当性

3

Ａ向上事業 (5,53

R

6) 指標名

有効性 Ａ単

 

年度計画値 410.0

名

4

単年度実績値 428.

R

0
単年度達成率 104

 

.4%
効率性 Ａ最終目

5

標に 101.9%
対す

R

る達成率
　事務事業の

 

方向性
Ｂ：現状のまま

6

継続
新型コロナウイル

R

ス感染症拡大による活

 

動の制限はありますが

7

、感染症対策を実施し



評価
　

働

率 57.3%
効率性 Ｂ

推

最終目標に 57.3%

進

対する達成率
　事務事

課

業の方向性
Ｂ：現状の

2

まま継続
令和３年度に

1

改訂した大府市生涯学

,

習プラン2030に基

6

づき、「誰一人取り残

3

さない」生涯学習を推

3

進する
ため、幅広い事

地

公

業展開や誰もが学べる

民

機会の創出に努めます

館

。

等利用者数
妥当

域

性 Ａ学習機会提供 (2

に

1,633) 指標名
事

お

業

有効性 Ａ単年度計画

け

値 365,000.0

る

単年度実績値 174,

学

358.0
単年度達成

習

率 47.8%
効率性 Ａ

・

最終目標に 54.2%

結
育

対する達成率
　事務事

成

業の方向性
Ｂ：現状の

環

まま継続
市民ニーズに

境

沿った事業を実施する

が

ため、広くニーズ把握

整

に努める必要がありま

い

す。また、中学生学習

、

支
援「まなポート」の

学

実施により、学習の習

び

慣付けを行い「生きる

果
合

力の醸成」の一助とす

う

るとともに、地域
で生

ま

徒の成長を支える仕組

ち

みを提供できましたが

づ

、まなポートの利用を

く

希望する方のために、

り

継続して実
施することが望まれています。

の

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

大府公民館事 協働推進課 27,877 公民館講座受講者数
妥当性 Ａ業 (27,877) 指標名

有効性 Ｂ単年度計画値 4,320.0
単年度実績値

公

1,922.0
単年度達成率 44.5%

効率性 Ｂ最終目標に 44.5%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
地域からも事業を継続することが望まれています。市民ニーズに沿った事業を実施するため、広く

表

ニーズ
把握に努める必要があります。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年

事

度比）
横根公民館事 協

務

働推進課 26,790

事

公民館講座受講者数
妥

施

業

当性 Ａ業 (26,79

名

0) 指標名

有効性 Ａ単

課

年度計画値 1,750

名

.0
単年度実績値 80

フ

2.0
単年度達成率 4

ル

5.8%
効率性 Ａ最終

コ

目標に 45.8%
対す

ス

る達成率
　事務事業の

ト

方向性
Ｂ：現状のまま

最

継続
地域からも事業を

策

重

継続することが望まれ

要

ています。市民ニーズ

指

や地域課題の解決に向

標

けた事業を実施する
た

評

め、広くニーズや地域

価

課題の把握に努める必

点

要があります。

（前年

事務事

名

度

業名 課名 フルコスト 最

比

重要指標 評価点
（前年

）

度比）
神田公民館事 協

公

働推進課 28,666

民

公民館講座受講者数
妥

館

当性 Ａ業 (28,66

等

6) 指標名

有効性 Ａ単

生

年度計画値 1,800

涯

.0
単年度実績値 1,

協

031.0
単年度達成



評価
　

働

必要があります。

推進課 27,305

地

公民館講座の受講者数

域

妥当性 Ａ業 (27,3

に

05) 指標名

有効性 Ａ

お

単年度計画値 1,90

け

0.0
単年度実績値 1

る

,161.0
単年度達

学

成率 61.1%
効率性

習

Ａ最終目標に 61.1

・

%
対する達成率

　事務

結
育

事業の方向性
Ｂ：現状

成

のまま継続
地域からも

環

事業を継続することが

境

望まれています。市民

が

ニーズに沿った事業を

整

実施するため、広くニ

い

ーズ
把握に努める必要

、

があります。

学び
果

合

事務事業

う

名 課名 フルコスト 最重

ま

要指標 評価点
（前年度

ち

比）
東山公民館事 協働

づ

推進課 25,638 公

く

民館講座受講者数
妥当

り

性 Ａ業 (25,638) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 4,050.0
単年度実績値 1,5

の

48.0
単年度達成率 38.2%

効率性 Ａ最終目標に 38.2%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
地域からも事業を継続することが望まれています。地域課題の解決につながり、かつ市民ニーズに沿った

公

事業を実施するため、地域課題とニーズ把握に努める必要があります。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

共長公民館事 協働推進課 2

表

4,740 公民館講座受講者数
妥当性 Ａ業 (24,740) 指標名

有効性 Ｂ単年度計画値 2,290.0
単年度実績値 1,003.0
単年度達成率 43.8

事

%
効率性 Ｂ最終目標に

務

43.8%
対する達成

事

率
　事務事業の方向性

施

業

Ｂ：現状のまま継続
地

名

域からも事業を継続す

課

ることが望まれていま

名

す。市民ニーズに沿っ

フ

た事業を実施するため

ル

、広くニーズ
把握に努

コ

める必要があります。

スト 最

策

重

事務事業名 課名 フルコ

要

スト 最重要指標 評価点

指

（前年度比）
長草公民

標

館事 協働推進課 25,

評

045 公民館講座受講

価

者数
妥当性 Ａ業 (25

点

,045) 指標名

有効

（

性 Ａ単年度計画値 1,

前

940.0
単年度実績

年

値 1,335.0
単年

名

度

度達成率 68.8%
効

比

率性 Ａ最終目標に 68

）

.8%
対する達成率

　

北

事務事業の方向性
Ｂ：

山

現状のまま継続
地域か

公

らも事業を継続するこ

民

とが望まれています。

館

市民ニーズに沿った事

事

業を実施するため、広

協

くニーズ
把握に努める



評価
　

働推進課 20,758

地

公民館講座受講者数
妥

域

当性 Ａ業 (20,75

に

8) 指標名

有効性 Ａ単

お

年度計画値 3,050

け

.0
単年度実績値 2,

る

030.0
単年度達成

学

率 66.6%
効率性 Ａ

習

最終目標に 66.6%

・

対する達成率
　事務事

結
育

業の方向性
Ｂ：現状の

成

まま継続
少子高齢化が

環

進んでいる地域である

境

ため、積極的に世代間

が

交流事業などを実施し

整

、地域のつながりづく

い

り
に努めます。

、学び

事務事

果
合

業名 課名 フルコスト 最

う

重要指標 評価点
（前年

ま

度比）
森岡公民館事 協

ち

働推進課 29,973

づ

公民館講座受講者数
妥

く

当性 Ａ業 (29,97

り

3) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 1,540.0
単年度実績値 731.0
単年度達成率 4

の

7.5%
効率性 Ａ最終目標に 47.5%

対する達成率
　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
地域からも事業を継続することが望まれています。市民ニーズに沿った事業を実施するため、広くニーズ
把握に努める必要があり

公

ます。

６　施策の事後評価
新型コロナウイルス感染症の影響により、多くの事業が中止となりましたが、ウィズコロナとして実施方

現状認識 法を工夫し開催することができた事業も増加しました。

表

今後も新たな目線を加えた様々な事業を展開して
（施策を いく必要があります。

とりまく状況
の変化や課題

等）

生涯学習を通じた学びの循環により地域の絆

事

を構築するとともに、

務

自ら学びを実践するこ

事

とで課題を解決
するこ

施

業

とを目指して、講座な

名

ど様々な学習機会を提

課

供するとともに、地域

名

づくりへの参加につな

フ

げるよう
施策の推進 促

ル

す必要があります。
に

コ

向けた
今後の方針

スト 最

策

重要指標 評価点
（前年

名

度比）
吉田公民館事 協



評価
　

国

.0 230.0 240

籍

.0 250.0

実績値

・

139.0 142.0

性

0.0 0.0 0.0 0

別

.0 0.0 0.0 0.

を

0 0.0 0.0

基準日

超

（3月31日）時点の

え

大府市国際交流協会の

て

ボランティア登録者数

共

算定式、
データの
出所

国

に

等

新型コロナウイルス

支

感染症の影響で、イベ

え

ントの活動自粛等の影

合

響により、ボランティ

う

アを募集する機会
計画

ま

値、 が減ったため、計

ち

画値を達成することが

づ

できませんでした。
実

く

績値の
推移に関する
分

り

析と評価

籍

主管部局 市民協働部
主

・

管課 文化交流課
関係課

性

文化交流課、子ども未

別

来課

２　施策が目指す

を

大府市の姿
国籍や性別

超

などに関わりなく、市

え

民一人ひとりがお互い

て

を尊重しながら支え合

結
共

う、暮らしやすいまち

に

にな

内容 っています。

支え合

３　令和 3年度　

う

施策フルコスト（単位

ま

：千円）
 歳出（使っ

ち

たお金） R 3決算 R

づ

 4予算
 (1)人件

く

費 41,597 0
 (

果
り

2)事業費 99,394 7,891
 フルコスト（歳出合計） 140,991 7,891
 歳入（お金の出所） R 3決算 R 4予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 3,470 0
 (2)県支出金（愛知県から出た

の

お金） 1,914 2
 (3)市債（市の借金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 6,807 0
 (5)一般財源（市税収入など） 87,203 2,257
 歳入合計 99,394 2,259

公

１　第６

４　「くらしの健康」

次

指標（施策評価指標）

大

有効性指標１

指標名 「

府

国籍による文化や価値

市

観の違いを互いに認め

表

総

合うことが大切だと思

合

う」市民の割合 単位 ％

計

現状値 46.7

年度 R

画

 2 R 3 R 4 R 

に

5 R 6 R 7 R 8

お

R 9 R10 R11 R

け

12

計画値 47.0 4

る

7.0 48.0 48.

位

0 49.0 49.0 5

置

1.0 51.0 53.

施

づ

0 53.0 55.0

実

け

績値 46.7 46.7

、

0.0 0.0 0.0 0

担

.0 0.0 0.0 0.

当

0 0.0 0.0

市民意

課

識調査で「国籍による

健

文化や価値観の違いを

康

互いに認め合うことが

領

大切だと思う」ことに

域

「大切で
算定式、

ある

策

く

」と答えた市民の割合

ら

データの
出所等

おおむ

し

ね目標は達成できてい

の

ます。
計画値、 引き続

健

き、啓発等により目標

康

値を達成できるよう取

政

り組んでいきます。
実

策

績値の
推移に関する
分

支

析と評価

有効性指標２

え

指標名 大府市国際交流

名

合

協会のボランティア登

い

録者数 単位 人

現状値 1

学

57.0

年度 R 2 R

び

 3 R 4 R 5 R 

合

6 R 7 R 8 R 9

う

R10 R11 R12

計

ま

画値 160.0 160

ち

.0 170.0 180

施

.0 190.0 200

策

.0 210.0 220



評価
　

5

重要指標 評価点
（前年

8

度比）
男女共同参画 子

.

ども未来課 12,74

2

2 おおぶ男女共同参画

年

ネットワークが行う行

度

妥当性 Ａ推進事業 (1

R

2,742) 指標名 事

 

の参加者数

有効性 Ａ単

2

年度計画値 1,330

R

.0
単年度実績値 18

国

 

3.0
単年度達成率 1

3

3.8%
効率性 Ａ最終

R

目標に 13.1%
対す

 

る達成率
　事務事業の

4

方向性
Ｂ：現状のまま

R

継続
新型コロナウイル

 

ス感染症による女性へ

5

の影響として就業形態

R

の脆弱性による貧困、

 

社会的つながりの欠
如

籍

6

がみられます。また、

R

売春防止法が廃止とな

 

り、困難な問題を抱え

7

る女性への支援に関す

R

る法律が施行
されます

 

。今後は状況を確認し

8

ながら、プランⅥ「さ

R

んかく！おおぶ」の部

 

分改訂を実施していき

9

ます。

・

R10 R11 R12

計

性

画値 59.0 59.0

別

60.0 60.0 61

を

.0 61.0 63.0

超

63.0 64.0 64

え

.0 65.0

実績値 5

て

5.9 55.9 0.0

結
共

0.0 0.0 0.0 0

に

.0 0.0 0.0 0.

支

0 0.0

市民意識調査

え

で「職場や社会で活躍

合

する女性が増えている

う

と思う」ことに「増え

ま

ていると思う」と答え

ち

た
算定式、

市民の割合

づ

データの
出所等

新型コ

く

ロナウイルス感染症の

果
り

影響により、女性の多くが就業しているサービス業等が経済的な打撃を受け
計画値、 ており、活躍する機会が減ったことや、女性は非正規雇用で就労している割合が高いため、女性により負
実績値の 荷がかかっていることか

の

ら計画値を達成することができなかったと考えられます。
推移に関する
分析と評価

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

多文化共生事 文

公

化交流課 21,687 市公式ウェブサイト多言語情報提供数
妥当性 Ａ業 (21,687) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 130.0
単年度実績値 249.0
単

有

年度達成率 191.5

効

%
効率性 Ａ最終目標に

性

415.0%
対する達

表

指

成率
　事務事業の方向

標

性
Ｂ：現状のまま継続

３

外国人市民が日本語を

指

学習することのできる

標

貴重な場である日本語

名

教室は、ボランティア

「

により運営され
ている

職

ため、継続的な開催を

場

支援するとともに、担

や

い手不足を解消するた

施

社

め、ボランティアを育

会

成する必
要があります

で

。

活躍す

事務事業名 課名 フル

る

コスト 最重要指標 評価

女

点
（前年度比）

国際交

性

流教育 学校教育課 62

が

,186 英語検定受検

策

増

料補助金申請者数（市

え

による
妥当性 Ｂ推進事

て

業 (62,186) 指

い

標名 受検料負担分含む

る

）

有効性 Ａ単年度計画

と

値 270.0
単年度実

思

績値 360.0
単年度

う

達成率 133.3%
効

」

率性 Ａ最終目標に 12

市

0.0%
対する達成率

名

民

　事務事業の方向性
Ｂ

の

：現状のまま継続
今後

割

の状況に応じて、小学

合

生の英語、国際理解へ

単

の取組などの事業拡大

位

を検討します。

％

現状

事務事

値

業名 課名 フルコスト 最



評価
　

5

近な暮らしの場面
現状

,

認識 でのトラブルが発

6

生しています。そのた

4

め、地域でともに暮ら

3

す市民としての相互理

石

解が求められていま
（

ヶ

施策を す。
とりまく状

瀬

況  
の変化や課題

等）

会

国籍や民族などの違い

館

、生活スタイルの違い

国

利

などにかかわらず、お

用

互いを尊重し、共に安

者

心して暮らして
いける

数

地域社会の実現に向け

妥

た取組を推進します。

当

施策の推進
に向けた
今

性

後の方針

Ａ設運

籍

営事業 (35,643

・

) 指標名

有効性 Ａ単年

性

度計画値 100,20

別

0.0
単年度実績値 3

を

5,511.0
単年度

超

達成率 35.4%
効率

え

性 Ａ最終目標に 35.

て

2%
対する達成率

　事

結
共

務事業の方向性
Ｂ：現

に

状のまま継続
新型コロ

支

ナウイルス感染症の影

え

響により利用者が減少

合

していますが、人と人

う

のつながりづくりの場

ま

の必要
性が増している

ち

と認識しています。市

づ

内の高校生や大学生に

く

石ヶ瀬会館を知っても

果
り

らうことをはじめ、若
年層への働きかけを推進していきます。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

人権擁護事業 福祉総合相談 8,11

の

1 人権教室開催回数
妥当性 Ａ室 (8,111) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 8.0
単年度実績値 8.0
単年度達成率 100.0%

効率性 Ａ最終目標に 100.0%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
令和2

公

年度は、新型コロナウイルス感染症予防のため多くの事業が中止になりましたが、令和3年度は街頭
啓発や研修会等実施できた事業もあり、人権啓発を推進することができました。今後も新型コロナウイル
ス感染症の状況を

表

踏まえながら、事業を

事

推進していきます。

務事業

事

名

務事業名 課名 フルコス

課

ト 最重要指標 評価点
（

名

前年度比）
都市間交流

フ

事 文化交流課 4,70

ル

3 都市間交流事業参加

施

コ

者数
妥当性 Ｂ業 (4,

ス

703) 指標名

有効性

ト

Ｂ単年度計画値 210

最

.0
単年度実績値 27

重

.0
単年度達成率 12

要

.9%
効率性 Ｂ最終目

指

標に 12.9%
対する

標

達成率
　事務事業の方

評

向性
Ｂ：現状のまま継

価

続
人を集めたり双方の

策

点

都市を訪問したりする

（

事業の実施が困難な状

前

況ではありますが、訪

年

問によらない交流
や密

度

回避等の感染症対策を

比

行った交流を実施する

）

ことにより、多様な文

石

化に触れる機会を通じ

ヶ

て市民の本
市への愛着

瀬

の醸成を図るとともに

名

会

、本市のにぎわいや活

館

力を高め、豊かな市民

施

生活の実現を目指して

子

いく
必要があります。

ども

６　施策の事後評

未

価
外国人市民が増加傾

来

向であることや、ライ

課

フスタイルの多様化が

3

進んでいることで、身


